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1．はじめに
　近年、大手スーパーマーケットはグループ化を進めてきた。その目的は製品の共同開発・共同仕入・情報共有な

どといったグループメリットによる競争力の強化である。しかし、こうしたグループメリットを生かすことができ

るかどうかは当該企業間で企業文化が融合されて、その上で経営戦略が策定・実行されることが条件となる。

　本論文は、グループ化戦略の浸透とその効果を整理した上で、当該企業の企業文化融合の問題について論述する。

その目的は、グループ化戦略の効果と問題を明らかにするとともに当該企業間が異なる企業文化をいかにして融合

させていくかを究明する手掛かりを得ることである。なお、本論文では株式会社ダイエー（以下、ダイエー）を中

心に例をあげながら論じていく。

2．グループ化戦略の浸透
　本節では、スーパーマーケットの主流の経営戦略が従来の売場面積拡大やチェーン化といった拡大化戦略から、

近年急速に行われてきたグループ化戦略へと移行した経緯とその目的について整理していく。

2.1　グループ化戦略の効果と期待

　グループ化戦略の効果について述べる前に、大手のスーパーマーケットが食品スーパーから総合スーパー（GMS：

General Merchandise Store）へとその形態を変えていった経緯についてダイエーを中心に述べる。

　1957 年に大阪の千林商店街に１号店をオープンさせたダイエーは、その後、セルフサービスの導入により、

1972 年、三越を抜き去って小売業第１位の座に就いた。驚異的な成長を遂げた裏には中内社長の強いリーダーシ

ップがある。彼のやり方の特徴は薄利多売主義・土地本位主義であった。このやり方で成功した理由は 2 つある。

1 つは、生産者志向の時代だったことである。つまり、より安い販売価格で品物を提供することこそが売上を伸ば

す最も効果的な方法だったのである。もう１つは、商店街に代表されるように個人企業の比率が極めて高かったこ

とである。こうした状況下では仕入コストや売り場あたりの売上など非効率な要素が多数存在していた。つまり、

ダイエーが採り入れたセルフサービス販売方式や店舗の拡大、さらには衣料品ならびに住居関連品への取扱商品拡

大は非常に有効だったのである。後者の理由からスーパーマーケットは次々とチェーン化を進めて拡大化していっ

た。

　創業以来、店舗面積拡張と店舗数増加による拡大化戦略を続けたダイエーであったが、それと同様にジャスコ株

式会社（現イオン株式会社）や株式会社イトーヨーカ堂なども拡大路線を辿ってきた。

　しかし、次第に拡大化戦略も限界が到来した。その対応策としてジャスコやイトーヨーカ堂は衣料品に人気のあ
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るテナントを次々と入れ替えていった。これに対してダイエーは 1980 年代後半になっても次々と新しい分野への

大型投資を行っていた。すでにこの頃、イトーヨーカ堂は買い手市場の時代に入ったことを認識して死に筋商品を

削除し、売れ筋商品を目立つように揃えるという今日においては当たり前の商品陳列を徹底していた。その後、イ

オン株式会社（旧ジャスコ株式会社、以下イオン）やセブン & アイ HLDGS.（旧株式会社イトーヨーカ堂、以下

セブン & アイ）はグループ化戦略を中核的戦略として競争力の強化を図ることとなった。

2.2　メガ・グループの現状と動向

　イオンやセブン＆アイといった大手スーパーマーケットは経営規模の拡大と多角化路線によって 1970 年代～

2005 年あたりにかけて発展を続けてきた。しかし、その後は業績が行き詰まり、両社はともに規模の拡大から効

率性を重視した企業経営へと方針の転換を図ることとなった。2008 年は、その過渡期ともいえる年で、イオンは

2008 年 2 月末時点で国内に 437 ある GMS 店舗の約 4 分の 1 にあたる 100 店舗を閉鎖し、SM（super market）な

どへ業態転換することを発表した。一方、セブン＆アイは、国内店舗の増設を抑えるとともに傘下の大手ファミリ

ーレストラン「デニーズ」など飲食店 140 店舗の閉鎖を発表した。むろん、セブン＆アイのデニーズ閉鎖に関して

は GMS とは直接関係はないが、グループ内の効率化という意味では大きく関連しているといえよう。

　店舗の整理とともに業績低迷の打開策として GMS が取り組んできたのは、企業間提携であり、その中心となっ

たのがグループ化である。本研究に深く関連するところでは、2007 年、イオンが量販店業界 No.3 の株式会社ダイ

エーと資本提携したことがあげられる。

　大手 GMS によるグループ化戦略はその後も次々と行われたが、次第に限界が見えはじめ、不採算店舗の整理と

店舗形態に工夫を凝らしながらの展開へと変わっていった。こうして現在のスーパーマーケット業界の企業間関係

は一段と複雑化を増した。メガ・グループといわれるイオンとセブン＆アイの 2 社のうち、本研究の研究対象企業

の 1 つダイエーが含まれるイオングループの企業関係を示すと図表 1 のようになる。
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図表 1　イオンのグループ内企業（2012 年データ）



水　野　清　文92

3．ダイエーの事業再建計画と企業間関係の在り方
　次に本節では、ダイエーの事業再建計画とその内容について整理するとともに、企業文化と経営戦略の関係につ

いて明らかにする。また、合併やグループ化など企業間での結合や提携した場合の企業文化融合の在り方について

述べる。

3.1　ダイエーの事業再建計画の内容

　創業以来の土地本位主義、低価格主義、拡大化戦略によって小売第 1 位の座を掴みとったダイエーであったが

2001 年には経営不振に陥った。2004 年には産業再生法の適用、および産業再生機構から支援を受けた。あまりに

も膨れ上がった企業規模は雇用喪失や社会的影響への考慮から倒産させるわけにはいかなかった。倒産ともなれば、

図表 2　株式会社ダイエーの事業再生に関する主な内容（2009 年まで）
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図表 3 ダイエーグループ新中期経営計画の骨子  
 

本業（小売）に特化した「高収益企業」のモデルの確立 
     
     
 《グループ戦略》  《店舗戦略》  
 ◆小売事業に全経営資源を集中し、店舗 

の魅力度向上を図る。 
・小売事業の中核である単体のさらなる 
損益改善に加え、単体を中心とした店

舗の魅力度向上に資する事業、グルー

プの成長戦略を担う事業に全経営資

源を集中する。 
・店舗オペレーションを含め、様々な業 
務の効率改善、生産性改善を図るた

め、基幹システムの再構築およびシス

テムの有効活用の推進に取り組む。 
・ビジネス戦略を支える人材供給を通じ 
て、業績の向上につながる企業風土の

構築に取り組む。 

 ◆地域毎に成長戦略を描く体制（5 販売 
本部4 ）の構築。 

・店舗全体の売上高増を図る改装を実施 
し、投資効果の最大化を図る。今後は、

新規 MD の導入に合わせた改装や直営
売場とのシナジー効果の高いテナント

導入の促進、テナント毎の役割の明確

化と最適面積による展開に取り組んで

いく。 
・既存店の再活性化を図るため、テナン 
ト事業を強化し、店舗の魅力度を上げ

ていく。また、PM（プロパティ・マネ
ジメント）導入店舗の拡大、テナント

SV（スーパーバイザー）導入により、
収益力強化の仕組みを構築する。 

・既存店の資産価値を有効活用し、S&B
（scrap and build）による出店の検討。 

 

     
 《商品戦略》  《売場・販売戦略》  
 ◆「食品中心」から「衣食住」バランス 

のとれた MD開発の推進。 
・売上拡大および効率改善の深化によ 
り、荒（粗）利益高の最大化を図る。 

・食品では、“おいしく食べて健康に！” 
を商品、売場、サービスにて具現化す

る。 
・衣料品では、自主編集型 MDの構築と 
強化カテゴリーの明確化による MD
改革。 

・生活用品では、自力と他力の組み合わ 
せにより、日々の暮らしを彩る“提案”

と“販売”ができる店の実現を目指す。 

 ◆非物販テナントも含め「付加価値提供」 
売場の具現化による活性化。 

・店舗規模別の戦い方をより深化させ、 
店別にメリハリのある戦い方を構築

し、営業利益高の最大化を図る。 

 

     
     

イオン、丸紅との資本・業務提携効果の最大化 
     

小売事業のさらなる損益改善を図る 
 
出所：『サステナビリティレポート 2007』株式会社ダイエー 総務・法務本部 お客様サービス部発行  

をもとに筆者改。5 
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ステークホルダー、テナントとして入っている別の店舗などにも影響を及ぼすことになる。しかし、それでもダイ

エーはこれまでの拡大化という路線を変えることはなく、景気の低迷や国内市場の飽和という状況のなかでも、イ

オンやイトーヨーカ堂などと熾烈な価格競争を繰り広げていった。その結果、業績は悪化の一途を辿り、次々と再

生計画の取り組みがなされた。それに関わる主な内容をまとめると図表 2 のとおりである。

　再生計画のなかで最近のものは創業 50 周年を迎え 2007 年に発表された「ダイエー新中期経営計画」である（図

表 3 参照）。その目的は、販売戦略、商品計画、テナント事業など様々な施策を講じることで小売に特化した高収

益企業のモデルを確立し、イオン、丸紅株式会社との資本・業務提携効果の最大化によって、小売事業のさらなる

損益改善を図ることだった 5。

　しかし、3 年プランで実行された「ダイエー新中期経営計画」は、その目的の損益改善を果たしたとは到底言い

難い結果となった。その結果を示したものが図表 4 である。

3.2　企業文化融合に向けた障壁

　企業統合や企業再編、グループ化など企業間で何らかの提携や結合が行われる際に障壁となるのが当該企業間の

企業文化の相違である。企業文化とは企業の性格を表すものである。企業文化と経営戦略は密接な関係があるわけ

だが、それを説明する前に企業文化の定義について整理しておく。

　企業文化という用語は、もともとはコーポレート・カルチャー（Corporate Culture）の訳語として米国から輸

入されたものだが、わが国では 1980 年以前、すでに社会学的には存在していたとされている。例えば、名東孝二は、

企業文化の概念や構成要素については言及していないものの、企業自らを回復させるため「組織のゆきすぎ・のめ

り込みを治療したり是正」することの必要性を唱えていた 7。企業文化の概念について、梅澤正の著書の内容を包

括的にみると、「企業組織としての行動の型であり、社員に共有される思考や行動様式を指す」と定義していると

判断できる。また、彼は企業文化を①観念文化…企業哲学、経営理念、社是・社訓、会社綱領、②制度文化…伝統、

慣習・慣行、儀礼・儀式、タブー、規則、③行動文化…社員に共有された思考・行為の様式、社風、風土、④視聴

覚文化…マーク、シンボル・カラー、社旗、社歌、社章、ユニフォーム、ロゴタイプ、シンボルとなる建物、とい

7 
 

しかし、3 年プランで実行された「ダイエー新中期経営計画」は、その目的の損益改善
を果たしたとは到底言い難い結果となった。その結果を示したものが図表 4である。 
 

図表 4 ダイエー新中期経営計画の目標数値とその結果  
 

 
注：横軸は、すべて「各年度の 2 月期」。  
出所：拙著『愛知学院大学大学院経営学研究会紀要』第 15 巻、p.24 6 
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る建物、というように４つの文化概念に分け、それぞれに該当する構成要素を示している 8。

また、Toyohiro Kono＆Stewart R.Clegg（1999）は「企業に参加する人々に共有されてい
る価値観と、共通の（基本的仮定をふくむ）考え方、意思決定の仕方、および目に見える
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図表 4　ダイエー新中期経営計画の目標数値とその結果



株式会社ダイエーの再建に向けたグループ化と異文化融合 95

うように４つの文化概念に分け、それぞれに該当する構成要素を示している 8。また、Toyohiro Kono ＆ Stewart 

R.Clegg（1999）は「企業に参加する人々に共有されている価値観と、共通の（基本的仮定をふくむ）考え方、意

思決定の仕方、および目に見える行動パターンの総和」と定義し、構成要素としては①共有された価値観、②意思

決定パターン（情報収集、アイディア、評価、協力）、③行動パターン（実行、組織に対する忠誠心）の 3 つをあ

げている 9。

　その他数多くの研究者による研究をふまえて、筆者は企業文化を「企業内部の人々に共有される価値観・意思決

定パターンならびに行動パターンであり、企業の性格を表すものである。また、それは組織のリーダーや経営理

念に大きく左右されるものである。」と定義する。さらに、その構成要素として、①行動力、②動機づけ・責任感、

競争意識、③アイディア、④情報収集と情報提供、⑤経営理念とその理解度、という 5 つをあげる。

　次に、企業文化と経営戦略の関係を示したものが図表 5 である。

図 5 企業文化と経営戦略の関係

☆環境分析（政治・経済、人口統計、潜在需要と顕在需要、取引関係、競合他社の動向、ﾍﾞﾝﾁ･ﾏｰｷﾝｸﾞ）

ﾄｯﾌﾟ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

※経営理念（社是社訓、社歌、ｼﾝﾎﾞﾙ）
〈ﾒﾝﾊﾞｰの価値観〉
〈経営理念・目標の理解度〉

☆目 標 の 設 定

☆自社分析（環境との適合関係、問題の識別）

☆戦略策定（代替案作成→代替案評価→選択）

☆組織と人事制度 ※ﾄｯﾌﾟの意思決定のﾊﾟﾀｰﾝとﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟ
〈情報収集〉〈分析能力〉

※行 動 ﾊﾟ ﾀ ｰ ﾝ〈ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ〉〈ｱｲﾃﾞｱの創造〉
〈行動力〉〈組織内部の競争意識〉
〈忠誠心〉〈動機づけの態様〉〈自己啓発〉

☆企 業 活 動

業 績（財務ﾃﾞｰﾀ、市場占有率、顧客満足）

注 1：※印は企業文化の構成要素。
注 2：☆印は経営戦略プロセスの構成要素。
注 3： は経営戦略のプロセス。
注 4：フィードバックのプロセスは複雑化するので省略してある。

出所：拙著『強力な企業文化の形成と管理体制』第 7 巻 愛知学院大学大学院「経研会紀要」2005 年、p.87 10

図表 5　企業文化と経営戦略の関係
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　買収のように一方が他方（場合によっては複数企業）を吸収する場合でも、当該企業の企業文化の相違が大きな

障壁となる。

　前述したように、企業文化と経営戦略の関係は密接であり、それは結果として企業業績を左右することになる。

　これがグループ化ともなれば複数企業の企業文化が融合されるわけである。そもそもグループ化戦略は、競争力

の強化のためにこれまでの業績が悪くなくても実行に移すことはある。

　しかし、ダイエーがイオングループに吸収された当時のように業績の回復を主たる目的とする場合もある。この

ような状態にある企業は、吸収前の状態では、ほぼ間違いなく企業文化が環境に適合していない状態になっている。

こうした場合の例として、河野豊弘教授は次のことをあげている 11。

①企業文化が澱んでいるために、革新的戦略がたてられないという場合。

②企業文化が停滞していて、戦略が実行されないという場合。

③企業文化が積極的でも、価値の方向が環境や戦略と合わないという場合。

　当時のダイエーがこのいずれに当てはまるかはさておき、環境との不適合により業績を回復できなかったことだ

けは事実である。こうした状況に追いやられてしまうとやはり過去の企業体質をまったく別のものへと変えていく

方向へ転換せざるを得ない。それが、2007 年以降のダイエーにみられたような経営陣の一掃や 2013 年 8 月の子会

社化であろう。

4．おわりに
　グループ化により、競争力の強化を図ろうとしても、組織全体が機能しなれば経営戦略の立案・実行に移せない。

本研究では、ダイエーを例にあげて従来のやり方一辺倒の経営陣のために企業文化は澱んだものとなり、結果、業

績回復が実現できなかったことがわかった。業績の回復に向けた結合に限らず、企業が提携・結合する場合、主体

となる企業の企業文化を浸透させるにせよ、新たな企業文化の構築を目指すにせよ、中核企業のリーダーが強力な

リーダーシップを執ってその礎を築きあげることが重要となる。
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